
第５回 ベース・レジストリ推進有識者会合 議事録等 

 

（開催要領） 

１．開催日時：令和８年３月30日（月）10:00～12:00 

２．場  所：オンライン開催 

３．出 席 者： 

  【座長】 

安念  潤司 弁護士 中央大学大学院法務研究科 教授 

【構成員】 

 板谷越 英美 株式会社DATALE 代表取締役 

 伊藤  洋    一般社団法人新経済連盟 政策部 副部長 

稲谷  龍彦 京都大学 大学院法学研究科 教授 

扇   裕毅 Japan Digital Design株式会社 Data Advisor 

落合  孝文 弁護士 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 

隂山  克典 日本司法書士会連合会 常任理事（総務） 

増島  雅和 弁護士 森・濱田松本法律事務所 

南   博一 田辺市 保健福祉部 やすらぎ対策課 課長 

柳澤  尚幸     日本土地家屋調査士会連合会 専務理事 

【オブザーバー】 

日置  純子   個人情報保護委員会事務局 参事官 

池田  敬之   総務省 自治行政局 住民制度課長 

北村  治樹     法務省 民事局 民事第二課長 

田中  普       法務省 民事局 商事課長 

中西  佳子     財務省 理財局 国庫課長 

北間  美穂     国土交通省 不動産・建設経済局 不動産市場整備課長 

 

 

（議事次第） 

１．開会 

２．議事 

(1) 外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策も踏まえた不動産ベー 

ス・レジストリの今後の方針について  

(2) 法人ベース・レジストリの今後の在り方について   

(3) アドレス・ベース・レジストリの今後の方針について 

３．閉会 

 



 

（資料） 

資料１ 外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策も踏まえた不動産ベー 

ス・レジストリの今後の方針について 

資料２ 法人ベース・レジストリの今後の在り方について 

資料３ アドレス・ベース・レジストリの今後の方針について 

 

 

○中川参事官 お世話になっております。まだ構成員の方でお見えで

ない方がお一人いらっしゃいますけれども、開始時間が過ぎてしまい

ましたので始めさせていただければと思います。どうも今日はお集ま

りいただきましてありがとうございます。 

 第５回「ベース・レジストリ推進有識者会合」ということで始めさ

せていただければと思います。よろしくお願いします。 

 

 本日は各構成員の皆様にはオンラインで御参加いただいていると

いうところです。 

 また、本日、オブザーバー参加の総務省市町村課については欠席と

いうことで伺っております。 

 それでは、以降の議事進行は座長にお願いしたいと思います。安念

先生、よろしくお願いいたします。 

○安念座長 中川参事官、どうもありがとうございます。おはようご

ざいます。 

 それでは、議事に入ります。本日の議事は、お手元に配付しており

ます議事次第に記載の３件でございます。 

 それでは、まず議事（１）「外国人の受入れ・秩序ある共生のため

の総合的対応策も踏まえた不動産ベース・レジストリの今後の方針に

ついて」であります。事務局から御説明をお願いいたします。 

○中川参事官 よろしくお願いします。 

 資料１を御覧いただければと思います。外国人の受入れ・秩序ある

共生のための総合的対応策を踏まえた不動産ベース・レジストリの今

後の方針についてということで、ちょっと長いのですけれども、こち

らは前回第４回のときは非公開で御議論いただいたものでございま

すけれども、今回、公開ベースで御議論いただくというものになりま

す。 



 １ページ目をめくっていただきまして、こちらは前回御覧いただい

た内容と重複するところは割愛させていただきながら、変わったとこ

ろを中心に御紹介さしあげたいと思います。まず、本日御議論いただ

きたいところにつきましては、ほぼ変わっておりません。外国人の受

入れ・秩序ある共生のための総合的対応策というのが今年１月にまと

められまして、この不動産ベース・レジストリも対応することになっ

たということを書いております。 

 次のページをお願いします。この総合的対応策というところのベー

ス・レジストリの関係部分ということで、２ページ目に入っておりま

すけれども、現状と問題点、実施中の施策、今後の課題というところ

に書いております。実施中の施策のところに主に行政機関がオンライ

ンでアクセスするための仕組みというのを検討中であるということ、

また、今後の課題として不動産ベース・レジストリを整備するという

ことなど、また、公開する地域の単位について丁寧な検討を行うとい

うのが末尾に書いているというところでございます。 

 総合的対応策の対応方針について、３ページ目に出てくるようなも

のがございますけれども、これもほぼ重複をしているので割愛させて

いただきます。思い出していただくために４ページ目を見ていただけ

ればと思いますが、これも前回出ているものにはなりますけれども、

スライドの左と右で今後の検討というところで、まさしくこの外国人

の土地所有など総合的対応策を踏まえた形での対応として右側の図

のシステムで考えられないかというところです。右側の図の左下にあ

ります不動産登記のシステムに国籍情報というものが追加されてい

くと、それが不動産ベース・レジストリに反映されると各省庁から国

籍情報を参照できるという黄色い部分の矢印になります。また、各省

で持っている土地関係のいろいろな台帳については不動産ベース・レ

ジストリに連携できるのではないか、またさらに、一番下にあります

国民の皆さんにある程度統計化した形で一般化する形でお示しでき

るのではないかというところでございます。 

 次の５ページ目は個人情報の取扱い、これも重複ですのでこういう

対応をしていきますということになります。これは御覧いただければ

と思います。 

 最後に、６ページ目、７ページ目なのですけれども、この２ページ

が新しく出てくるところになります。 

 ６ページ目をお願いします。まず１つ目の６ページ目がスケジュー

ルでございます。前回これはお示しできていなかったかと思いますけ



れども、不動産ベース・レジストリのデータベース整備が今進んでお

りますが、第１弾リリースとしてR9年度末の地図というのが書かれて

います。こちらで何かしらのリリースができないか、そして、令和10

年度の中頃になってございますが、第２弾リリースということで、令

和10年度中に登記のほうを公開できないかということで考えてござ

います。こちらの一番下に入っています、土地所有等情報の把握等と

いうのが国籍などを含めたデータの反映ということになってきます。

令和10年度の登記のリリースができた後、データの整備などが反映さ

れていくということを予定していますというものでございます。 

 最後の７ページ目が政策効果というところでして、不動産ベース・

レジストリの政策効果、これも今回初出になりますけれども、これだ

けの政策効果があるということで、添付書面の省略や登記情報の確認

などで、右下にあります2028年から32年の合計で408.7億円あるので

はないかということで考えております。 

 ちょっと駆け足になりましたが、説明は以上とさせていただきたい

と思います。重複があるところがありますので。かなりはしょらせて

いただきましたけれども、御覧いただきましてお気づきがありました

ら、教えていただければと思います。 

 事務局からは以上です。 

○安念座長 ありがとうございました。 

 ただいまの御説明について構成員の皆様から御意見、御質問等があ

りましたら、どうぞ御自由にお出しください。 

 これは前回も出ていた話ではありますけれども、ここでいうところ

の総合的対応策というのは現政権というか、内閣としての基本的な方

針だから、これは私どもにとっては拘束的な意味を持っていて、これ

自体を我々がどうこう議論する立場ではないのだと理解しているの

ですが、そうですか。 

○中川参事官 ありがとうございます。 

 なかなかそういう意味では大事なところなのですけれども、御説明

が抜けておりましたね。総合的対応策はそのとおりで、基本的には所

与のものとして扱っていただくのがよろしいかと思います。関係閣僚

会議で決まっているものになってございまして、各省庁の意思も含め

られた形ですので、そういう意味ではそれをどう実現するのかという

ところで、これで足りるのかというところとか、そういうところを制

度的なものも含めて、システム的なところも含めて見ていただくのが

よろしいのかなと思います。 



○安念座長 ありがとうございます。 

 いかがでしょうか。 

 隂山さん、お手が挙がっています。どうぞ。 

○隂山構成員  

ありがとうございます。隂山でございます。 

 今後の不動産ベース・レジストリの活用に関しまして、資料御記載

のとおり国籍情報については慎重な設計が必要であると捉えており

ます。そのため、アクセスできる者の範囲については最小権限の原則

に則ることが重要ではないかと考えています。 

 土地所有等情報に係る公開につきまして、統計化が前提となってお

りますが、いわゆる過疎地域などにおいて母数が少なくなることもあ

り得るところ、個人の特定が一定程度可能になる可能性もあるため、

意図しないプライバシー問題などが発生しないようにするためにも、

地域の単位などの検討につきましても慎重を期す必要があるのでは

ないかと考えております。 

 確認といたしまして、スライド４ページの活用イメージにつき、不

動産ベース・レジストリには地図情報を含めた不動産登記情報がセッ

トされることになると思われます。ここでは、現況を把握している農

地台帳等については連携・参照にとどめていく方向性という理解でよ

ろしいでしょうか。また、資料３のアーキテクチャにも関わってくる

かと思いますが、各ベース・レジストリの中にどのような情報を持た

せていくのか、持たせる情報の充実化を図るのか、それとも各データ

ベースの情報自体は軽量化しつつ、デジタル社会形成基本法 22 条に

いう情報交換システムで各基盤に照会をかけることができる仕組み

としていくのかという点は今後の運用を検討するに当たって重要に

なると考えております。ベース・レジストリが持つデータに関しまし

てどのような判断基準で持つ情報と連携・参照で足りる情報を整理し

ていくのかについても検討の必要性があるのではないかという視点

での確認でした。 

 以上でございます。 
○安念座長 ありがとうございます。 

 それでは、構成員の皆様からの御発言を一通り伺った後で事務局か

ら応答していただきたいと存じます。 

 板谷越さん、お手が挙がっておりますか。 

○板谷越構成員 すみません、挙げていなくて、コメントだけ書きま

した。順番は大丈夫かな。私は前回指摘させていただいていたので、



今日のこの件については特段ないのですが、権限制限の部分が今、話

にも出ていましたけれども、ロールベースでの権限制御のアーキテク

チャにできるかどうかにほぼほぼ全てかかっているのではと思うの

で、それを強くレコメンドすることを２度言わせていただいた。以上

ですという感じです。 

○安念座長 ありがとうございました。 

 順番が前後してしまってすみません、扇さんと、その次に稲谷先生

にお願いします。扇さん、どうぞ。 

○扇構成員 今、板谷越さんがおっしゃっていたことと実は同じなの

ですけれども、２ページの今後の課題のところの行政機関等や国民が

適切にアクセスするというのは、言うはやすしだと、言うのも難しか

もしれないけれども、実際にやってみようとすると行政機関の業務を

ある程度分類させて、その業務についていらっしゃる方にロールをつ

けて、そのロール単位でアクセスをコントロールするということにな

るかなと思っていまして、金融機関でもよくやっていることですけれ

ども、なので、ここは結構仕組みをつくるのが人的にもシステム的に

も大変というか重要だと思っているので、個人情報の中でもさらに機

微情報はもう一段上のアクセスコントロールが必要と理解していま

すので、かつ、せっかくここでこれをつくるなら、それがほかにも展

開できるような形に当然すべきだと思うので、ここはここで一つ別途

くくり出すぐらいの話にもなりかねないなと思っていますというこ

と。そこは非常に重要ですねということです。 

 それから、３ページ目の青字のところの矢印で、不動産登記の内部

情報として追加される云々というところで、各行政機関の所管する手

続において申請人等に国籍の提出を義務づける場合等々限定的とす

るとあるのですけれども、ここは各行政機関で横串で目線はそろって

いるのですかねというのが分かっていなくて、各行政機関という中に

国もあれば市町村もあるのかなという気もしているのですけれども、

法律に基づいて手続を決めているのであれば当然目線はそろってい

るはずですよねという前提になると思っているのですけれども、それ

をそろっているはずであるという前提で進められるのか、あるいは一

回見たほうがいいのではないかという話になるのかによってここも

大分違ってくるかなという気がしているので、ここは注意したほうが

いいのかなと思っています。 

 私は以上２点です。 

○安念座長 ありがとうございました。何か大仕事になりそうだな。 



○扇構成員 やりようだと思いますね。 

○安念座長 やりよう。 

 稲谷先生、いかがですか。 

○稲谷構成員  

今、皆さんからいただいた点とも若干関係をするのですけれども、こ

の対応方針全体としてどういうことが求められているのかというこ

とに即してそれを支援していくという観点からレジストリを作って

いくという話だと理解しております。何度か議論にも上がっていまし

たけれども、幾つかのデータベースを組み合わせることによって真の

所有者が誰なのかを工夫して見られるようにするという話もあった

ように思います。こうした対応方針や利用法との関係で、今まさに何

人かの皆さんからいただいたことを私なりまとめているだけに結局

なってしまうのですが、そもそもこのベース・レジストリでどこまで

の情報を結合させて見られるようにする必要があるのかという悉皆

性に関わる部分をどこまで備えていくのかというところが問題にな

るかと思います。 

 もう１つは、今まさに議論になっていた義務づけのところなのです

けれども、今後、対応方針に従って義務づけの範囲が変わってくる可

能性もあるということを念頭に置くと、アーキテクチャとしても義務

づけの範囲が変わったときにどこまでのアクセス制限をかけるかみ

たいな構造が柔軟に対応できるように組んでおかないといけないと

思っています。端的にいえば、恐らくこの対応方針が進化していくに

従って、何をどこまで集めてどういう形でアクセス制限をかけて提供

するかということ自体が変化していく可能性があるので、その点を踏

まえてあらかじめある程度どういう見通しがあり得るのかというと

ころを考えておかないと、固定的にこうだよねという形で決めてしま

うと後できっと困ることになる可能性があるかと懸念しておりまし

て、当然御検討のこととは思いますけれども、少し指摘をさせていた

だければと思ったところでございます。 

 以上です。 

○安念座長 ありがとうございました。 

 しかし、あまり拡張していくと不動産ベース・レジストリとそもそ

も言えるのかなというちょっと漠たる懸念がありますね。随分将来の

ことだから今から心配する必要もないだろうけれども。 
○落合構成員 どうもありがとうございます。 



 本日も最初から難しい論点を議論しているということで、頭が朝か

ら覚めてくるような感じではございますが、仕組みとしてアクセスコ

ントロールが必要な範囲をどう設計するかという話になっていると

改めて思いました。商業登記のほうもやはりプライバシーの話があり、

住所の問題は例えばございましたので、代表者のそういったところに

ついてどう表示するのかは昨今も変わってきておりますし、今回は外

国人という話でありました。もしかするとそういうことが来るかもし

れない可能性がありそうなものが、例えば外為規制やマネーロンダリ

ング対策などがあります。その要請でまた触れたほうがいい、触れな

いほうがよいという話は出てくるかもしれません。既にほかの内容で、

こういうベース・レジストリに相当するような部分でも議論になって

いるところがあり、将来的にも環境変化までは分からないのですが、

ここに関係してきてもおかしくないようなテーマは幾つかありそう

だ、というものの一例を挙げさせていただきました。そうすると、こ

のシステム側として何をしておかないといけないのかという点では、

ゼロイチでアクセスできる人を決めておくという形ではないと思い

ました。つまり、今回は外国人の国籍という話ですが、先ほど申し上

げたように住所の話について、数十年前に住所を隠さないといけない

という話が来るとは思っていなかったのではないでしょうか。そうい

うものもあるわけですので、特定の項目を表示から消せるようにする、

それに対してアクセスの管理をできるようにする。どこまで何種類も

並存できるかという点はあると思いますが、これがシステム側では最

低限必要であると考えます。 

 アクセスできる人の範囲は、今回の外国人も必要な業務に関連して

取り扱っていただくことになるとは思いますが、必要な業務の範囲は

また変わってくると思います。認証を何種類かできるようにしておけ

ば、システム外で認証した人に ID・パスワードを付与するというこ

とにすれば、システム側で全ての内容を持ち込む必要は必ずしもない

かもしれません。ただ、システム側での認証によってアクセス管理が

できる範囲、しかもそれが複数種類ありうる、将来にかけて起こり得

るということに対処しておいていただくことが、重要であると思いま

した。 

 最終的にはデータベースを全部同じところに統合していってしま

うと重たくなってくると思いますし、物によっては整合性を保てない

場合もあると思います。そうすると医療のほうでも出てきていますが、

識別子のようなものを整備して、最終的にはこれとこれは似たような



話であるということが、最低限リンケージできるような仕組みにして、

完全にベース・レジストリに寄せない形のほうが、作り直し等の負荷

も少なくてよいのではないかとも思っておりました。 

 長くなりましたが、以上でございます。 

○安念座長 ありがとうございました。 

 増島先生、いかがでしょうか。 

○増島構成員  

ありがとうございます。 

 今、全体としてベース・レジストリの本質の話をしているのだと理

解をしていまして、これはベースですということで、これを応用して

使っていくというその応用編の一つとして外国人という話になって

いますという捉え方をしていくのだと思います。 

 そうしますと、外国人に注目をして物事をつくってしまうと、それ

以外の部分はどうするのですかという問題が必ず出てくる。先ほどの

地方自治体、もしくは公にアクセスを与えるということで今回作るわ

けですが、それが常に公なのかというと、国家的な何かの目的を達成

するために例えば金融機関を見なくてはいけない、いわゆるマネロン

などは典型ですね、そういうことというのがやはりありまして、その

役割を果たす人で実際にこれを見なければいけない主体すら物によ

っては変わってくるということがきっとあるはずで、そういうものに

拡張性があって対応できないとベース・レジストリの名に値しないと

いうことであろうと非常に思っています。今回は戸籍のアクセスとい

うことで一つやっていくということではありますけれども、そのぐら

いの拡張性を考えながらどんなアーキテクチャにしていくかを考え

ていただく必要があるということだろうと思っています。 

 あと、皆様もおっしゃっているとおり、疎結合のシステムであちこ

ちに接続をしてデータを引っ張ってきて見られるという形にする、厳

密性よりはそういう柔軟性のほうが大事な話だと思っています。ここ

で見られたからといってそれで一義的に全てが分かるということで

もなくて、いろいろなことがあってそこもなるべくキャプチャーしよ

うとするわけですけれども、それだけでキャプチャーできるわけでは

ないというところはマネロンなどと全く同じ構造であります。その意

味ではこれを見れば全部分かりますという画一的にできるようにや

りましょうということではないような前提でアクセス権限を与えて

みて、リスクベースでより調査をする必要があるということ対応が発

生し得るので、そういうことがあり得る前提での緩いというか、厳密



なもので必ずしもある必要はないのだという整理でシステムのつく

り方というのは大事だと思います。 

 以上でございます。 
○安念座長 ありがとうございました。 

 一通り御発言いただきましたでしょうか。 

 中川参事官、今、いろいろ御指摘があって、さっきまさに落合先生

が難しいとおっしゃっていて、落合先生をして難しいと言わしむるの

だからそれは本当に難しいのだろうと思うのですけれども、現段階で

何か考えておられることがありましたら、いかがでしょう。 

○中川参事官 ありがとうございます。 

 ２つほど重要な御議論をいただいたのだと思います。隂山先生から

いただいた統計化の話ということにはなりますけれども、一つがそれ

と、もう一つは皆様からいただいたロールベースだったり、例えばそ

れぞれの省庁さんで持たれる役割、金融のお話もいただきましたけれ

ども、それごとにどのように情報を公開するのか、アクセスを制限す

るのかという大きくはその２つだったかなとは思います。両方ともす

ごく重要な観点なのですね。 

 １つ目が統計化なのですけれども、これは実は総合的対応策の中で

も議論になってございまして、外国人室と我々は呼んでいますけれど

も、内閣官房にできた新しい組織なのですが、この対応方針の案とい

うのが３ページ目にあるのですけれども、土地所有等情報に係る公開

の方法についても匿名化の観点から公開する地域の単位について丁

寧な検討を行う、これがまさしく次の課題としてあるものです。両方

とも次の課題として必要なイシューとして御指摘いただいたと思う

のですけれども、これがまさにこれからやっていこうというところで

す。制度所管の省庁さんというのを含めてこの人にはこういう形でと

いうのと、また、小さい地方公共団体や過疎地域だと本当に特定され

てしまうことになるので、これは慎重であるべきだというのは意見と

しては根強いですし、この辺りは地方公共団体も含めて国・地方は関

係なくしっかり取り組むべき内容だと思っています。そういう意味で、

それで決まった内容でしっかり、統計化と呼んでいますけれども、あ

る程度の匿名化みたいなものができるようにシステムとしては組む

のかなと思います。 

 皆さんからいただいたロールベースだったりIDの管理というのが

次の４ページ目に関係するものが出てくるのかなと思うのですが、不

動産ベース・レジストリは基本的にいろいろな省庁さん、法務省の不



動産登記であったり、国土利用計画法の台帳だと国土交通省だったり、

森林法や農地法だと農林水産省だったり、地方公共団体だったりしま

すが、マスターデータは彼らが持っていて、それとこういう形で連携

するならそれで出すよと言っていただけるというのが、不動産ベー

ス・レジストリのコピーを頂いて情報連携していただけるというのが

システムの建付けになっています。 

 そういう意味では、IDとパスとか情報の管理みたいな、地方公共団

体まではここまで見せるけれども、省庁にはここまで見せるけれども

みたいなところで、省庁の中でも、例えば国土交通省まではここまで

見せるけれどもというところの管理というのがまさしくこれから権

限に応じて事務と台帳を持たれている省庁とやらなくてはいけない

ところになってきます。そういう意味では、これをこれから組んでい

くということになりますので、皆さんからまさしく御指摘いただいた

内容を改めて各省庁との調整においてしっかりこちらから問題提起

しながら、本当に大丈夫ですかねみたいな話もしながらやっていきた

いとは思います。 

 まだこれから取り組みますということしか言っていないかもしれ

ませんけれども、以上でしょうか。 

○安念座長 ありがとうございました。 

 難しいですね。拡張性を持たせるべきであるというのが恐らく大方

の御意見であったと思うのだけれども、拡張性を持たせると今度はま

た様々な問題がまさに出てくる。落合先生がおっしゃった難しい問題

ですね。これから取り組んでいかなければならないということは痛感

をいたしました。ありがとうございます。 

 

 それでは、取りあえず次の議題に移りましょうか。議事の２番目、

「法人ベース・レジストリの今後の在り方について」です。これもま

た事務局から御説明をお願いいたします。 

○中川参事官 ありがとうございます。 

 資料２でございます。こちらも前回御議論いただいた内容を公開ベ

ースでさせていただくということになりますので、内容が重複すると

ころは少し割愛させていただきながら御説明さしあげたいと思いま

す。 

 １ページ目をお願いします。本日御議論いただきたいところという

ことで、法人ベース・レジストリの話ということです。今後の在り方

についてということで、①、②の２つの側面についてそれぞれ御議論



いただきたいということになります。①の現行の行政機関内の情報共

有としての仕組みというのが１つ目。次に２つ目、将来的な民間事業

者を含めたデータ提供の期待にどう応えるかというところ。これにつ

いてそれぞれ御議論いただくことになります。 

 まず、１つ目の現行の行政機関の情報共有としての仕組みでござい

ますけれども、３ページ目をお願いします。行政の中で情報共有する

ことによって、左側の利用前、右側の利用後の図でいきますと、バッ

クオフィス連携といいましょうか、法務省と関係の役所で法人ベー

ス・レジストリを参照・連携することができれば、そういう意味では

国民の皆さんというか、法人の事業者さんにとっては証明書を添付す

るということがなくなるのであるというものを目指すというのが法

人ベース・レジストリでしたというところです。 

 ４ページ目をお願いします。ここから新しい話が入ってきますけれ

ども、先ほど申し上げた法人ベース・レジストリを使ったものが下の

②に書いてありますバックオフィス連携ということになりますが、こ

れは今でもなされている仕組みとして、上の①になりますが、本人を

介した情報連携で電子的にやり取りしているというのもあります。こ

れは制度所管で、例えば法務省だったりしますけれども、ダウンロー

ドしてそれを法人の方が申請するときにクラウドにアップロードし

ます。申請先の利用行政機関の人はそのクラウドにアップロードされ

たものをダウンロードしますという形で電子的に情報連携されるパ

ターンというのもあるということです。 

 これもこれで実は①も②も良いこと、悪いことがあってということ

で、両パターンを比較したのが５ページ目のこちらの表になります。

本人を介した情報連携というのは、先ほど見ていただいた①のパター

ンですけれども、これも良いことはありますというところで、良いこ

とは青い字で、これはデメリットになるかなということは赤い字で書

かれています。本人を介した情報連携ですと、例えば制度の対応は不

要であるとか、システムの整備というのはクラウドを使うので不要で

あるというところは良いことです。ただ、利便性としては申請する法

人の事業者の人にとっては、いかんせん電子ファイルの取得・提出と

いうのは残ってしまうということ、また、データの保有省庁につきま

しては証明書の発行などをしないといけないということでは従前ど

おりと言えるのかなと思います。 

 これに対して、法人ベース・レジストリは右側のバックオフィス連

携でありますけれども、右側はそういう意味ではちょうど逆になり、



制度の対応やシステムの整備などは必要になりますけれども、完全に

証明書の発行などが不要だったり、電子ファイルの取得・提出も不要

になるという意味ではこういうメリット・デメリットのトレードオフ

の関係があるのかなと思います。 

 次の６ページが、この状況下においてせめてバックオフィス連携で

ベース・レジストリの仕組みを使うものとしての考え方として、こう

いうものについてはベース・レジストリとしてはどうかという３点を

挙げさせてもらいました。こういうものに焦点を当ててベース・レジ

ストリを使っていただくというのがいいのかなというところで考え

てみましたというところです。 

 １つ目が、データの悉皆性が重要であるということで、悉皆性とい

うのは全て法人のデータが網羅されているということになります。例

えば食品衛生業務の許可を持たれているところの法人のデータは何

ですかといったときにすぐに答えてもらえるようなユースケースと

いうのがこれに該当するのかなと思います。 

 ２つ目に、制度所管の情報提供コストの削減のインセンティブとい

うことで、今回で言うと法務省さんのようなところがいろいろな人に

情報提供しなければいけないというものが削減できるのであるとい

うインセンティブがあると、ベース・レジストリの仕組みを扱っても

らいやすいのかなということ。 

 そして３つ目、今度はほかの省庁さんも関係することなのかもしれ

ませんし、地方公共団体もそうかもしれませんが、個別に仕組みをつ

くるよりも法人ベース・レジストリを使ったほうがより効率的に整備

できる、というものです。 

 こういう３つのものについてはベース・レジストリを使っていただ

くのがいいのかなと考えているところでございます。 

 これが１つ目の話でして、２つ目の民間事業者に対しての情報提供

の期待にどう応えていくのかということでございます。８ページをお

願いします。これは割愛させていただくことになりますけれども、前

回御覧いただいた資料です。民間事業者の方からは許認可や届出制度

というのを一覧で取得できるようなものができないかであるとか、ス

ライドの右側、情報を取得するときにオープンデータと情報公開制度

ぐらいしか国の制度としてはあまりないけれども、その手数料を払っ

てその分をもらうという手続としてはないかというところをいただ

いたかと思います。 

 このため、次の９ページですけれども、ベース・レジストリに関し



て言うと、行政機関の保有データを画面やシステムをつなげるAPIの

ようなもので提供していくわけですけれども、データ種別としてはオ

ープンデータみたいなものであるとか、行政の中で提供するデータ以

外にも民間の事業者の特定の支払い手数料を払った方にお出しする

ということというのも提供できるようなシステムとして組んでいく

のが必要なのではないかというところを考えているというところで

す。 

 これは今回、公開ベースで御議論いただくことになるのかなと思い

ますが、御確認、またはお気づきの点をお知らせいただければと思い

ます。 

 事務局から資料の説明は以上です。 

○安念座長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの御説明について御質問や御意見をどうぞお願

いいたします。 

 板谷越さん、どうぞお願いします。 

○板谷越構成員 ２点あります。 

 １点目が、ベース・レジストリの仕組みを検討する物の考え方のペ

ージがあったと思うのですけれども、６ページかな、私が知らないだ

けだったら恐縮なのですけれども、本人の同意があったらオールオー

ケーとはいかないものなのでしょうか。というのは、前回、東京都の

デジタルサービス会議にも参加させていただいているみたいな話を

させていただいた中で、外部公開されているデータにもあるのですけ

れども、東京都デジタルサービス会議の中で都民の意向調査（Ｎ＝

2,400）をしたところを、自身の利便性に直結するのだったら80％の

ユーザーが共有を許可すると回答していますと。ただ、利便性に直結

するかは不明でめっちゃ機微な情報、例えば年収などですね、それ要

るみたいなものについては20～25％程度というデータがあるときに、

会社なども含めて本人がオーケーなのであれば、ぜひそうしてもらい

たいという層は相当数いるのではないかと思ったときに、法的な問題

があって制度的な面で駄目なのか、何か別の理由があるのか知りたか

ったですというのがまず１点目です。 

 ２点目はシンプルなので先にお伝えすると、データの取扱いについ

てのお話、９ページです。こちらについてはぜひ民間としてもお願い

したいと思っていて、コンサンプションモデル、要は使った分だけと

いう費消型でぜひ御検討いただきたいなと思っていますというメッ

セージでした。 



 一旦以上です。 

○安念座長 一通り御発言を伺ってから事務局にと思いましたが、今

の第１点目の法制面のことは明らかにしておいたほうがいいと思い

ます。中川さん、リプライしていただけませんか。 

○中川参事官 お世話になります。 

 まず扱う情報に関してですけれども、公開ベースになっているもの

は比較的公開できるのですけれども、そうではないものになるという

ところとか、あと、ある程度制度的なものが整っているところでこう

いう請求があったときにこの内容は答えますよということになって

いるところもあるのですけれども、板谷越さんが先ほどおっしゃった

ように法的・制度的な部分で結構決まっているというところが多いで

す。 

 法務省は、そういう意味では今回の法人ベース・レジストリの法人

登記のところになりますけれども、これはその手続にのっとった形で

整備するというのはまず軸足にあるのだろうなと思います。そこから

さらにもう何点か、こういうものが整備されて、こういう使い方がみ

たいなところが出てくると、制度的な検討でそれができるかどうかと

いうところを併せて法務省さんや関係省庁さんと取り組むことにな

るという形の段取りと理解しています。 

○板谷越構成員 なるほど、ありがとうございます。 

○安念座長 板谷越さんはよく御存じだと思うのですが、私の理解で

は、行政機関が保有している個人情報の保護の法的なスキームについ

ては必ずしも当該個人が同意していれば開示するという仕組みには

なっていないと思います。というのは、そもそも一つ一つ同意を取る

ことは物すごく大変で、やはりスタンダードを決めて扱わなくてはな

らないでしょうね。駄目なものは駄目、開示できるものはできるとい

う切り分けになっていると私は理解しておりますので、今後の検討課

題になるだろうと思います。 

 ただし、これは行政機関が保有しているという特性があるものであ

ることは確かだと思います。 

○板谷越構成員 なるほどですね。 

○安念座長 それはもともと大問題だったのだと思いますね。 

○板谷越構成員 なるほど、重いのですね。分かりました。 

○安念座長 どうもありがとうございます。 

 それでは、南さん、隂山さんの順で御発言いただきましょうか。 

○南構成員 南です。 



 今回、法人ベース・レジストリを公開していただいて、市町村など

は既に幾つかログインされて、今から使おうとしているところでござ

います。大変良いものを作っていただいたと思っております。御苦労

さまでございました。 

 先ほどおっしゃられたように、今、自治体はそういうものを使って

これから例えば法人市民税のときの添付書類を省略するといったと

ころは各市町村で考えておられるところだと思うのですけれども、そ

ういったものが広がっていくとか、今後、そういう良い事例をできま

したら公開していただいて、日本全国にあるような法人さんがいろい

ろなところで手続をするのにある市町村では駄目、ここではできるみ

たいなことではなくてできるような仕組みをできたら周知や広報し

ていただけたらありがたいなと思っています。 

 私からは以上です。 

○安念座長 ありがとうございます。 

 それでは、隂山さん、それから稲谷先生の順で御発言いただきまし

ょうか。 

○隂山構成員 ありがとうございます。隂山でございます。 

 法人ベース・レジストリが稼働開始されたことにつきまして大変喜

ばしく考えており、また、皆様方の御尽力に感謝申し上げます。 

 ３月24日にスタートしたばかりということではありますけれども、

現時点において何らかの声が届いているようであれば、御参考までに

お伺いできたらと存じます。 

 スライド３ページにあります「行政内の情報共有としての法人ベー

ス・レジストリ」に御記載の公用請求に関しまして、最新の情報でな

ければ功を奏さないこともあろうかと考えておりますが、例えば登記

中であるなどの事情によって最新の情報を参照できないこともあろ

うかと思われます。タイムラグなどによりまして最新情報の参照をす

ることができず、結果、何らかのエラーが発生した際の処理などにつ

きましても検討が必要になると感じております。 

 スライド４ページにございます「今後の情報連携のパターン」では、

クラウドを介したやり取りとベース・レジストリでの処理が書かれて

いるものと理解をしておりますが、事業者側から見ますと、クラウド

に資料等をアップロードするよりもベース・レジストリによるバック

オフィス連携で進めていただくほうが手間がかからないという意見

が出てくることもあろうかと考えておりますが、このような場合に事

業者側で今回のケースはベース・レジストリ側で処理をしていただけ



ないかといった選択が可能かどうかという点につきましても確認を

させていただければと思いました。 

 最終ページにございます民間限定提供データですが、資料１の際に

も話題として上がっておりましたマネロンの関係、とりわけFATFなど

との関係なども含めつつ、近時、実質的支配者情報の確認の重要性が

日に日に増してきていると理解しています。例えば限られた範囲で実

質的支配者情報の参照をすることができるということになりました

ら、犯罪収益移転防止法の観点などからも効果があるのではないかと

考えております。 

 以上でございます。 

○安念座長 ありがとうございました。 

 御指摘いただいたように法人ベース・レジストリの実稼働が始まっ

たことは誠に記念すべき出来事でございましたね。ありがとうござい

ます。 

 その次は、稲谷先生、お願いします。 

○稲谷構成員 ありがとうございます。 

 今、御指摘があった話ともまさに関係があるのですけれども、また、

前の議題とも結局関連してくるのですけれども、どこまでの情報を載

せるかという問題は、どこまでの情報をベース・レジストリとして整

備して使っていくのかということと関係しています。重要なのは、こ

の点が変化していくことで、ベース・レジストリ自体もより使い勝手

の良いものへと完成していくのだという動態的なイメージを持って

おくことだと思います。もちろんそのことを踏まえられてベース・レ

ジストリの仕組みを検討する際の考え方を、６ページで整理をされて

おられるのだと理解をしているのですけれども、今のままだと若干静

態的に見えてしまうところがどうしてもあるかと思います。まさにさ

っき御指摘のあった真の支配者情報みたいなものもあったほうがい

いよねというような話が今後どんどん広がってくれば、当然それも入

れていくのだよねという話につながってくることだと思います。これ

はあくまで静態的ではなくて動態的にシステムであり、ただ、どこま

で拡張するのかという話になったときに、まさにその拡張するかどう

かという点に関して、ここでお示しになられた基準があるのだよとい

うのが明確になると、前の話とも連続性を持って、ベース・レジスト

リというものはどういう視点から整備していくのかということがは

っきりしてくると思います。ですので、そういったニュアンスを加え

ておいていただけるとより良いのかなというのが１つ目です。 



 もう一つは、最初の板谷越さんの御質問とも若干関係があり、さら

に安念先生に御回答いただいた点とも関係があるのですけれども、行

政機関の場合は正当目的とか、ある種のデータガバナンスがちゃんと

できるよねということをおそらく念頭に置いて、本人の同意がなくて

も利用目的として追加できる。その追加の仕方もたしか結構工夫をし

ながらやったと記憶をしているのですけれども、ただ、基本的には個

人情報保護法などのデータの保護全体の考え方がリスクベースに変

わっていっているということを考えると、ここは非常に微妙な書き方

になるのかなという気はするのですけれども、本人を介しているから

制度として全く対応しなくていいとまで言えるかというと、そこもグ

ラデーションが生まれてくる可能性もないわけではないのかなとい

う気もします。その意味で、この部分のメリット・デメリットとして

整理されている点は、今のデータプロテクションやデータセキュリテ

ィーの考え方からすると、ひょっとするとグラデーションのあるとこ

ろがあるのかなというのはお伺いしながら少し気になったところで

す。 

 私からは以上でございます。ありがとうございました。 

○安念座長 ありがとうございました。そうですね。 

 扇さん、いかがでしょう。 

○扇構成員 ありがとうございます。 

 私も２点でしょうかね。１点目が、３ページの図が正しいのかどう

か分からないのですけれども、この中に、実は資料１でもそうなので

すが、デジ庁さんが登場しないのですね。恐らく法人BRというところ

に化けているのかなとちょっと思っているのですけれども、何が言い

たいかというと、特に法務省、データ提供側との役割分担、責任の分

界点は明確にしておいたほうがいいのかなと。どこまでやってくれれ

ばしっかりと利用機関に対してこういうものが提供できますよとい

うのはやっておいたほうがいいのかなと。それは絵としてもう既にリ

リースしている話なので、ある程度というかしっかりできていると理

解はしているのですけれども、そこは今後の利用の拡大などを見越し

てもここまでは持っていってくださいねということは明示的にされ

ておいたほうがいいのかなと思いますというのが１点目です。 

 それから、２点目は６ページの話なのですが、先ほど来皆さん触れ

られていますけれども、これはすごく大事だなと思っていまして、も

っと言うと法人ベース・レジストリに限った話ではないのではないか

と思っています。あくまでも法人ベース・レジストリの仕組みの活用



を検討してはどうかという法人ベース・レジストリの中の一つのペー

ジとして書かれているのですけれども、不動産だろうと、それからア

ドレスだろうと、これから出てくるものであろうと、ここの考え方と

いうのは普遍的なのかなと。先ほどの議論を伺っている限り、④とし

てデータの行政内情報共有にノックアウトがないかというのが加わ

るような気もしているのですけれども、それぐらいの話で基本これは

いけるのではないのと思っています。 

 ですから、そこも一種迷ったときのバイブルみたいな形で戻れるよ

うにというか、常にみんなの共有のものとして背景にあると、今後の

議論等々も結局これなのだよねと進めることもできるのかなと思い

ますということです。 

 私は以上２点です。 

○安念座長 ありがとうございます。 

 増島先生、どうぞ。 

○増島構成員 ありがとうございました。 

 まず、法人ベース・レジストリは、先週の金曜日に、僕はデジ庁さ

んのＸをずっとフォローしているのですが、発表があり周囲では非常

に盛り上がって、特に今回法人ベース・レジストリについてはついに

この日がとおっしゃっていらっしゃる方も結構いたりして、ありがた

いなと思いましたというがまずコメントでございます。 

 ５ページなのですけれども、これはメリデメありますというお話を

していただいたのですけれども、これは行政のほうの話でおっしゃっ

ていただいたのですけれども、恐らくメリデメの話をするときにはユ

ーザー、今回で言うと両方とも役所とか、制度所管の利用行政機関と

いうことになるのかもしれないですけれども、ユーザーから見たとき

に対応しなくてはいけないとか、データ保有省庁のシステム整備をし

なければいけないということはやはりデメリットという評価になる

のですかね。その辺がよく分からなくて、面倒くさいという意味では

デメリットと捉えられてしまうということでこういう整理をするの

かなと思いつつも、全体的にこういうものはデメリットというのかと

いうそもそものところがちょっと気になりまして、そこはそういう言

い方はしないよねということであれば、右側はオール青なのではない

かという感じもします。本音ベースで書かれているからこういう言い

方になるのかなとは思いつつも、正面から行くと本当かなという感じ

もしました。 

 あと一点、改正をするしないの話が先ほどありましたが、今回こう



いう仕組みができたことによって今までよりも柔軟にできるように

なるというものが結構いっぱいあるのではないかという感じがして

います。なので、先ほどあったように、今まではそういうことはでき

ていなかったのですと、そういうルールは出していませんでしたとい

うのが結構あるとは思うのだけれども、この仕組みが存在することに

よって今までできなかったこともこうやればできるよというものも

結構あるのではないかと思っております。先ほど事業者本人がよいと

言ったらいいのではないですかみたいな話が一部出てきましたけれ

ども、確かに行政機関の個人情報の話がありましたが、難しいといっ

たときに全てがそうだとも限らないのではないかという気もちょっ

としていて、利用者本人が開示して構わないと言っているものについ

ては開示してはいけない理由はないのではないかみたいなものは一

定存在をしているような感じがいたしますので、仕組みのつくり方、

ルールのつくり方のところからこの仕組みが存在することを前提に

考えるというステップも考えてもいいのではないかと思いましたと

いうのが２点目です。 

 あと３点目は、これはこの後も出てきますし、先ほども少し皆様か

ら出てきていると思いますけれども、不動産です、法人です、住所で

すといった形でのベース・レジストリが役所の担当者でそれぞれ分か

れているみたいな話になっていると縦割りになってしまうのですね。

先ほどから出ているとおり、これは問題の本質は一緒でありまして、

発現の仕方はいろいろあると思いますけれども、なので、共通して何

か整理をするということはしておいたほうがいいのかなと思います。

プリンシプル重視みたいなこととか、先ほどバイブルという言葉が出

ましたけれども、そういうものはあるのだろうと思いました。それが

何なのかというのは初めの段階は分からないのですけれども、個別の

問題をそれぞれのところで検討していくに当たって、この問題とこの

問題は対象は違うけれども結局扱いは同じだよねみたいな、考え方は

同じだよねみたいな話は絶対出てくるはずでありまして、そこを何か

吸い上げて抽象化してプリンシプル化するというプロセスも全体の

ほうに入れておいていただけるといいなという感じがいたしました。

そうすると検討がはかどると思いました。 

 以上です。 

○安念座長 ありがとうございました。 

 それでは、伊藤さん、落合先生の順で御発言いただきましょう。 

○伊藤構成員 機会をいただきましてありがとうございます。 



 民間としては細かいところまでいろいろ御指摘申し上げるのはな

かなか難しいところがあるのですけれども、こういうものができまし

たら、節度を守りながらどのように利用できるかということを考えて

いきたいところでございますので、そういう点から発言させていただ

きます。 

電子ロッカーかレジストリかという２択の話がありましたけれど

も、そこは都度申請的な発想に恐らく立つであろう電子ロッカーとい

うものよりは、常にシステム接続しながら必要な情報を必要なときに

取れるような制度に持っていけるよう、ベース・レジストリを整備す

る方向で検討していただけますと民間としてはありがたいと考えて

ございます。 

 いずれにしましても、令和３年のデジタル社会の実現に向けた重点

計画にデジタル原則として共通基盤利用原則というものが掲載され

ており、ベース・レジストリは官民に広くデジタル共通基盤として利

用することを目的としていくとありますので、行政視点ももちろん大

事ではあるのですけれども、民間としても一緒にその基盤に乗っかり

ながらどういうサービスを提供できるか、もちろん社会にどう貢献し

ていくかということが第一の視点になるかとは思うのですけれども、

この法人ベース・レジストリについてもそういう視点で整理をいただ

ければと思います。 

 以上でございます。 

○安念座長 ありがとうございます。 

 落合先生、いかがですか。 

○落合構成員 ありがとうございます。私からも何点かコメントさせ

ていただきます。 

 １点目が、ちょうどこのページが映っておりますのでこのページか

らですが、利便性と書いてあるところで紙の話だけが書いてあるよう

にも見えますが、構造化して処理するという意味だと、恐らく本人を

介したデータ連携のほうがやりにくいのではないのかとは思いまし

た。ここの赤のところが、バックオフィス連携ではなくて、こういっ

た形になるということがより手間になってしまうようなことが多い

のではないか、とは思いました。そういった意味では、なかなか本人

経由というのも、それで実施してもらわざるを得ないときもあるとは

思うのですが、全体的なシステムの機械的な処理という意味では余計

負荷が増えてしまうようなことにならざるを得ない場合が、今の時点

では多いのではないかと思いました。 



 ２点目といたしましては、６ページで、データを提供してもらう主

体にとってどうインセンティブ設計をするかは極めて重要なところ

だと思います。コスト削減のインセンティブが存在するとしても、そ

こが具体化されないとなかなか難しいところがありますので、ここは

何か具体化していかないといけないのではないかと考えます。そうし

ないとなかなか協力を得られない、ということがあるように思います。

また、この部分は最終的には一つの視点として行政でも AI を使って

いく際に、関係省庁間で基本的な情報をやり取りして、それをしっか

り分析できるようにしていくことが前提にあります。AI に関する成

長戦略にも資するものであるし、デジタル庁と関係所管省庁が一緒に

システム投資をすることに対しても、予算がつくという接続がもう少

しあるべきではないかと思いましたので、その点を整理に当たって御

検討いただければと思います。 

 第３点としましては、９ページの民間に対する提供というところで

す。全体的には、今すぐにそうするかは分からないのですが、欧州の

法令データベースですと既に MCP などになってきているものも出て

いたりします。API もそうなのですけれども、このベース・レジスト

リだけで対応するものかどうかは分かりませんが、デジ庁で出してい

く、特にオープンデータと書いてあるところがあったりしますので、

そういったところまで、どう念頭に置いて議論していくかは考えてい

ただけるといいと思いました。民間の限定提供データもあると思うの

ですが、これは内容によって、基本的には、もともと今回の仕組みで

なくても、その人であればどこまでアクセスできるのかが基本になる

はずです。その一方で、この検討会の元ネタにもなっていたデジタル

臨調の作業部会のときにも、プライバシーの考え方を整理しておりま

す。外国人の話もしていると思いますが、そこで若干修正することが

あるのかどうかを、仕組みとしては捉えていったほうがいいと思いま

した。不動産のほうでも議論しましたが、法人も含めてあまりいろい

ろな種類のルールが出なくて、なるべく分かりやすく、というかシン

プルに整理できるようにしていくことは大事だと思います。もちろん

その中で、さっき申し上げたようなもともとの関係各法令やデータベ

ースの利用制限の関係の点、プライバシー等の情報の守秘性の保護に

関する点は念頭に置きつつも、ただ、できる限りシンプルで自動化に

進められるような仕組みを、今からまず準備していくのだ、という観

点でぜひ検討していただければと思いました。 

 以上です。 



○安念座長 ありがとうございました。 

 一通り御発言いただきましたでしょうか。 

 それでは、中川参事官、現時点でレスポンスがありましたら、どう

ぞよろしくお願いいたします。 

○中川参事官 ありがとうございます。今回もいっぱい御議論いただ

きましてありがとうございます。 

 最初に、南構成員、隂山構成員からいただいた法人ベース・レジス

トリのスタートについてのときの話です。ありがとうございました。

おかげさまで３月24日から利用者の申込みを開始させて登録をさせ

ていただいてございます。ちょっとお恥ずかしいところもありまして、

一部エラーが出たりしながらではありますけれども、エラーも解消し

たという形で引き続き今申込みの受付を続けさせてもらっておりま

す。 

 実際に登記の情報検索ができるようになりますのが、今回起こった

不具合も含めてもう一度ちゃんと機能ができているかどうかという

のを洗い出しておりまして、その情報検索のほうも来月リリースにな

るかなというところでございますので、また決まりましたら御連絡を

さしあげる形にはなります。このときにようやく反応が出てくるのか

なと思いますので、今はそういう意味では申込みを受け付けている段

階ではあるのですが、そういうポジティブな声もいただいておりまし

て、法務局詣がこれでなくなるとか、非常にありがたいSNS的な反応

もいただいてございまして大変ありがたいかなと思います。引き続き

ちゃんとローンチまでしっかりやっていきたいと思いますので、よろ

しくお願いしたいと思います。 

 幾つかまとめてお答えさせていただければと思うのですけれども、

隂山先生からいただいたようなクラウドの処理よりは、そういう意味

ではベース・レジストリがよいという４ページに関係するところで、

そういう意味では次の５ページ目にも関係しますけれども、今ある本

人を介した情報連携というのもそちらのほうが、電子化が手早かった

りするようなケースであるとか、そういう意味ではユースケースとし

て大きなシステムまでというのを使用しないことも今の時点ではあ

るのかなとは思われるところもあって整理したというところでござ

います。将来的にはベース・レジストリだったり、伊藤構成員からも

いただいたと思いますけれども、都度よりはベース・レジストリで執

行してほしいということなのだろうかなとも思ったりしますし、そう

いう意味では方向性としてはベース・レジストリでバックオフィス連



携という制度やシステムの整備が済めばどんどんそちらのほうに自

然と移行するのではないかなと思ったりもしますけれども、今の時点

ではいろいろな手段で情報連携をされているということは念頭に置

いた上で、６ページ目にあるような、まずはベース・レジストリの仕

組みを検討するものとしてはこういうものがいいかなというので一

回整理をしてみたということであります。 

 まさしくこれは普遍的ではないかと扇構成員からいただいたかと

思いますけれども、法人ベース・レジストリに限った話ではなくて、

不動産もアドレスもそういう意味では普遍的にこういうものが使え

るのではないかというところをいただいたと思います。これは本当に

そういう意味では、まずは一般化して考えてみて、また個別のものに

落とし込んでいってという繰り返しというのはあると思うのですけ

れども、確かにこれは比較的データベースの良いところを集めていた

り、整備するところのメリットというのがあって整理させてもらった

のですけれども、不動産もこの後出てきますアドレスも結構一体的に

使われてくるところだと思いますので、この仕組みの考え方というの

は結構ほかにも応用できるのではないかなというのを念頭に置いた

上で考えたいと思います。基本的にはこういう形なのではないかなと

私は思ったりしますけれども、ほかのベース・レジストリにも当ては

めてみて、本当に正しいかどうかまで含めて考えていきたいと思いま

す。まず法人はこれを整理したものを軸足として、ほかにも適用でき

るかというところを考え方としては進めてみたいと思います。ありが

とうございます。 

 あと、FATFの話を隂山構成員からいただいたり、扇構成員からも制

度所管との間でデジ庁がない、というのも３ページ目でいただいたか

と思います。制度所管との間とか、利用機関との間とか、そういう意

味ではデジタル庁の立場とはどんなものだろうと思われるところも

あるかと思います。デジタル庁はそういう意味では、各省庁で持たれ

ている制度所管、個人情報の関係も含めますけれども、彼らに対して

勧告をする、このようにデジタルでできるよとか、AIの適用について

も先ほど落合構成員からもありましたけれども、こういうことができ

るよ、新しいサービスとしてできるかもしれないよということを勧告

していく、アドバイスをしていくというのが立場にはどうしてもそう

いう意味ではなってしまうところはあります。 

 ただ他方で、それに応じて自らシステムをつくることができたりし

ていくということで、制度所管の方とお話ししてこういうシステムで



やったらいいのではないかということで、システムをつくってお示し

をすることができるということになるので、そういう意味では今のと

ころは制度所管などの兼ね合いで言うと、ここに登場しているわけで

はないのですけれども、この間を取り持つ勧告ということで、そうい

う意味では設置法などで決まっているところはありますけれども、プ

レースタイルとしてはそういう形でデジタル庁はやっていきたいか

なと思っています。 

 責任の分界点があるかないかというと、なかなかそこは苦しいとこ

ろでなくはないのですけれども、ただ、誰に情報を与えるのか、誰が

責任を持っていて誰にIDを振るのかというのは制度所管にはどうし

てもなってしまうので、その辺りと常にやりたいと思いますし、また、

どんどん変わっていくという話があったと思います。稲谷構成員です

かね、使い勝手が良いようなイメージを共有することによって、どん

どんこの仕組みというのは今まで紙でやっていたのが電子に置き換

えることでこういう使い勝手が出てくるよというのは勧告権をしっ

かり発揮して皆さんとつくっていくということをしていきたいとは

思います。 

 あと、５ページ目に結構議論の集中もあったかなと思っています。

この青と赤というか、メリット・デメリットのつけ方ではありますけ

れども、制度所管から見た制度の対応とか、データを保有している人

たちはシステム整備が必要か不要というので予算をかけたりコスト

をかけたりというところで少し整理をさせていただいたところでは

あるのですが、あとは利便性からすると情報連携のほうでデータ保有

省庁は従前どおりとしましたけれども、証明書を発行しなければいけ

ないという、役所から見た手間として書かせていただきましたけれど

も、ユーザーとしてはより右側のバックオフィス連携を求めたい、そ

こは全部が青になる、というのはよく分かります。やはり両方から見

て、システムをつくるほうというのもユーザーと同じ形で、ユーザー、

役所の両方のメリット・デメリットをそろえるという意味で少し見方

がどちらかに寄りながら書いたところはありますけれども、必ずしも

どちらかの目からするとこれは赤ではないか、青ではないかというの

はあるとは思います。他方で、実現していくということで少しこのよ

うにしてみたというのは理解していただければ本当にありがたいか

なと思います。 

 あと、最後に幾つか整理をさせていただいた、9ページ目のオープ

ンデータと行政内部の情報提供データと民間限定提供ということで



あったかと思います。ここも制度所管省庁の人とオープンデータにで

きるものというのと、ある程度限定してできるところについて個人情

報の保護の整理をしながら、こういうものに関してはこういう民間で

あればこういうものを提供できるよという辺りは制度に関係すると

ころではありますので、彼ら制度所管省庁と話をしながら、ちょっと

足の長い話かもしれませんけれども、データ種別と特定された人とい

うのと併せ持った掛け算で整理できるように少しずつこれから取り

組んでいくことにとなるのかなと思いながらお聞きしましたが、非常

にそういうものが求められるというか、ニーズがあるというのはひし

ひしと感じましたので、その辺りは早くやらなくてはいけないのかな

というところを感じながら受け止めました。 

 ありがとうございます。 

 これぐらいかな。大丈夫ですかね。 

○安念座長 大体大丈夫ではないでしょうか。 

○中川参事官 ありがとうございました。 

○安念座長 ありがとうございました。確かにひしひしと感じますね。

それはおっしゃるとおり。 

 先ほどバックオフィス連携を推奨されるお声が多かったやに私も

伺っていたのですが、しかし、プレーヤーの全てが何の負担もなしに

実稼働に滑り込めるということは普通ないわけなので、それをどのよ

うに合理的に分配していくのかということが今後の課題になるのか

なと思って伺っておりました。 

 それでは、続いて議事の（３）「アドレス・ベース・レジストリの

今後の方針について」に移ります。これも事務局から御説明をお願い

いたします。 

○中川参事官 ありがとうございます。アドレス・ベース・レジスト

リの今後の方針ということで御説明さしあげます。 

 本日議論いただきたいことが２ページ目になりますが、前回まで、

町字より下位の情報の整備の在り方について御議論いただきました。

特に前回第４回の会合で、自治体の実情に応じた段階的な取組を進め

ることが適切ではないのかという御指摘をいただいたかと思います。

また、最初から完璧なものではなくてできるところからやっていくと

いうところ、また、権利関係を確定するものではないというデータの

品質について明確にして伝えないと誤解が生じるのではないか、とい

う大まかには大きく３つの御意見をいただいたのかなと思ってござ

います。それにつきまして、目指すべきアーキテクチャなどを整理し



ましたので、今回、それを御確認いただきまして御議論いただければ

と思います。 

 次のページをお願いします。整備するデータの内容・品質につきま

しては、本当に多くの意見をいただきました。部屋番号なども必要な

のではないかという、将来的にそういうこともあるのかなというのを

伊藤構成員からいただいたり、また、正確なものではないものという

のをお示ししつつ、それをできるところからやっていけばいいのでは

ないかであるとか、そういう大きな視点から様々御指摘をいただいた

かと思います。 

 表の右側の対応方針についてでございます。御意見いただいたもの

を含めて２つ整理させていただきましたけれども、全てが一気に解決

できるものではなくて、今できることというのを進めて現状を改善し

ていくという形で臨ませていただくのがよいのかなと思いました。例

えば、任意座標のようなものにつきまして、まだ公共座標が整ってい

ないところについても筆界や所有権の範囲を公的に証明するもので

はないですよということをお示ししたり、前提を置いたりということ

でデータを整備していくこと。また、建物形状についてはまずは代表

点というところを整備していくということをまずは当面の対応方針

として進めてはどうかなと考えています。 

 次に、地番図等の課税情報の利用ということで、これは南構成員か

らお話しいただいたかと思いますけれども、税法上の守秘義務として

の絡みで取扱いの基準が明確ではないので整理が必要ではないかと

いうことを御指摘いただいたかと思います。表の右側で対応方針を整

理させていただきました。総務省の自治税務局に対応を確認させてい

ただいたところ、一部判例が存在をしているので、この判例の趣旨を

踏まえて地方公共団体で対応されているということで考えています

ということで回答を得ております。 

 この判例でございますけれども、次の３ページでございますけれど

も、大阪高裁の判例があるというところでございます。これは具体的

には上の灰色の四角ですけれども、西宮市の地方税部局で地番データ

ファイルについて情報公開請求を行ったところ、非開示になったとい

う事案を争ったものということです。一言で申し上げると、これは判

決確定の段階で開示が妥当という形で判決が確定しているというと

ころでございます。その下の四角の中に入れているものの一番上に、

どういうものが秘密には当たらないと示されたのかというところで

すけれども、土地の区画、付番状況、位置、形状というところは不動



産登記によって公開予定とされているから秘密には当たりませんと

いうことをお示しいただいたのかなと理解しています。そういう意味

では、ベース・レジストリにおいてもこのようなものというのは秘密

ではなく公開が可能なものと扱うのがよろしいのではないかと考え

ておるというところでございます。 

 次の話題に移らせていただきます。５ページ目、実証事業の話でご

ざいます。こちらにつきましては、そういう意味では御意見いただい

た内容で自治体の実情を踏まえた段階的な取組ということで、これに

対応するものになります。実証事業ですけれども、左の図にあります

ように実証事業の構成として青く示した共通システムの開発、また、

その右の図にあります住居表示台帳の電子化ですね、この共通システ

ムの中に入れていきますけれども、住居表示台帳の電子化ということ

をしてこの共通システム開発の中の共通システムに入れて、それを左

側の地方公共団体の方が業務検証するというものになります。右側に

事業スキームがありますけれども、それぞれの事業者さん、地公体さ

んとの関係ではこのような形の関係性で臨ませていただこうと思っ

てございます。 

 6ページ目、この実証事業のスケジュールでございますけれども、

令和７年度に、そういう意味ではあしたまでの年度ですけれども、公

募をさせていただいて、来年度、つまり今年４月１日からの年度で住

居表示台帳を電子化し、共通システムを開発する。地方公共団体の皆

さんに業務検証いただくのは令和９年度以降ということで、業務検証、

また、今後の方針を検討ということで臨ませていただこうかなと思っ

てございます。 

 このようなスケジュールで実証していきますけれども、公募をさせ

ていただいた結果が次の７ページにあります。おかげさまで非常に関

心が高かったというところだと思いますけれども、計125団体から応

募を賜ったというところです。左側の表に選定数というところがござ

いますけれども、街区数で３分割すると大体1,100以上、500から1,100

未満、500未満ということで、このような３つに大規模、小規模を含

めて分類させていただいて、それぞれに応じて地域ブロックごとに選

定をさせていただいたということです。そういう意味では大中小とい

う規模別、また、地域別ということでバリエーションを設けさせてい

ただいたというところです。これで点数が高かったところについて25

団体選定したわけですけれども、右側の表にありますように、選定基

準として地番現況図だったりを提供いただけるか、背景地図などを提



供いただけるか、また、実施体制として市内全域でやらせていただけ

るのかどうか、また、電子化の体制としてどれだけ整っているかみた

いなものを点数化させていただいて、それぞれブロックごとに20点満

点で点数をつけさせていただいて選定させていただいたというとこ

ろでございます。 

 次の８ページが実証事業の実施団体ということで、左側のリストが

選ばせていただいたということで25団体ということになります。右側

のリストは、電子化まではしていただかなくても共通システムで業務

検証について自主的に参加したいですと言ってくださった団体です。

このような地方公共団体の皆さんに協力いただきながら、実際の現場

で使えるものになるかどうかというところを見ていただく事業を開

始したいと思ってございます。 

 次の10ページですけれども、今後の対応方針についてというところ

ですけれども、今回の実証で地方公共団体の方が御覧いただくのがま

さにこういう画面のイメージというところになります。前回御議論い

ただいたように、地図の上にまた地番図みたいなものをレイヤー構造

で重ね合わせながら、どこの住居が今度建つことになったからどこに

付番するみたいなところを見ていただくときのシステムとしてこう

いう形を考えているというところです。クリックしていくと不動産ベ

ース・レジストリにアクセスをしてここがどういう登記がなされてい

るかというのも見ることが可能になるようなシステムだといいのだ

ろうなと思っています。 

 このようなシステムを実現するためのシステム構成イメージが次

の11ページになります。そういう意味では、これが御覧いただくとこ

ろになるかと思いますが、左側に町字以下の情報が入っている各種シ

ステムをアドレス・ベース・レジストリに入れつつ、また、不動産登

記のシステムを直結しながら併せ持って行政職員の方に御覧いただ

けるようなシステムの構成としていくことがいいのかなと考えてい

るというところでございます。また、座標情報を含めた住居表示情報

や地番情報については民間事業者への提供を進めることを検討する

ということでこのような構成を取らせていただいて、これが案でござ

いますというところです。 

 次の12ページが対応策になりますが、これも前回御覧いただいたも

のに近いですけれども、対応策として整理されている表の左側のよう

に情報の種類として街区符号、住居番号、また、地番などのデータが

あって、対応策というところには各地方公共団体でそれぞれの御事情



があります。紙で管理しているところとか、システムを一部なり全部

なりに導入しているところとか、地番についても公共座標があるとこ

ろ、任意座標があるところということなので、それぞれについての打

ち手が整理されて、それぞれの関係機関はここですよというところの

表になってございます。 

 次の13ページが登記所備付け地図データと地番現況図の比較とい

うことなのですが、先ほど最高裁で確定した情報と複合するものはあ

りますけれども、区画、付番、位置、形状についてそれぞれ備え付け

られているデータと地番現況図は一致しておりますので、このような

データを公開ベースで扱わせていただきながらシステムを整えると

いうことは可能かなというところを示しているものです。 

 次の14ページが今後のスケジュールということになりますが、不動

産ベース・レジストリの整備というのがR7、R8、R9とありますけれど

も、先ほど見ていただいたようにパイロットの開発や実証というのは

R8、R9という形でこのような形で進めていくと、アドレス・ベース・

レジストリとしては揃ってくるものになるのかなと思います。 

 次の15ページがシステム化による政策効果で、これをそれぞれ要素

ごとに樹形図のように表した表になりますけれども、５年間で累計67

億円のものを目指しておりますが、直接効果としては地方公共団体に

15億円、また、波及効果としては民間事業者の方に52億円、このよう

な①から④、①から⑤のような要素でそれぞれ効率化が実現されるの

ではないかということを示しているものになります。 

 あとは参考資料になりますけれども、過去御覧いただいたものが並

んでいるのかなと思います。一部資料の数字を更新しているところが

31ページ目の辺りでありますので、ここはそういう意味では参考には

なりますけれども、一部データを更新したりしているところもありま

すので御参照いただければと思います。 

 説明が長くなりましたが、以上でございます。 

○安念座長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの御説明に対して御意見、御質問がありました

ら、どうぞお願いいたします。 

 まずは増島先生、お願いします。 

○増島構成員 ありがとうございます。 

 僕は半過ぎぐらいに出なければいけないということで、先にコメン

トということでさせていただきたいと思いますが、アドレス・ベース・

レジストリは実証をきちんとやっていくことで地方自治体さんのア



クセス、もしくは利便性みたいなところを確認しながら進めていくと

いうプランにしていただきまして、非常に大事な試みだと思っており

ます。自治体の選択も規模によっていろいろ違うでしょうということ

で、いろいろな規模の方々を集めてそこから意見を吸い取るという形

になっているのも大変優れていると思います。 

 前回教えていただいたところですと、大きな自治体はお金があって

自分でできるのではないですかという話をしてしまったのですけれ

ども、必ずしもそうではないということが多くて、それをカバーでき

るほどのお金があるわけではないということでございましたので、大

きな自治体、中ぐらいの自治体、小さな自治体、それぞれの課題をこ

ういう形で解決していくという方向だという御説明をいただきまし

て、僕も大変納得をしておるところでございます。ぜひ良い事例を集

めていただいて、またそれをフィードバックしていただき、良い形の

アドレス・ベース・レジストリの利用につなげられるといいなと思っ

てございます。 

 以上です。感想メインで失礼しました。 

○安念座長 ありがとうございました。 

 それでは、南さん、板谷越さんの順番で御発言いただきましょうか。 

○南構成員 南です。 

 前回、こちらからお伺いさせていただいたことに対して御回答いた

だき、ありがとうございます。自治体のほうもこれで一定の切り分け

というものができて、非常に今後また進んでいくのではないかなと思

っています。 

 将来的な不動産ベース・レジストリのところに、先ほど２点目であ

りました法人ベース・レジストリの素材なども重ね合わせていくと、

まだこれはアジャイル的にどんどん進めていくというところだと思

うのですけれども、将来的に重なっていってその辺が分かっていけば

いいのかなと思っています。 

 以上です。ありがとうございました。 

○安念座長 ありがとうございます。 

 それでは、板谷越さん、どうぞ。 

○板谷越構成員 ありがとうございます。こちらはすごくすばらしい

内容だなと思ってまず聞いております。 

 提案がありまして、今回、公務団体での検証をするときの説明とか、

行政から内部、あるいは外部へのメッセージをする際に行政としての

コミュニケーションデザインの科学を明確に意識するめちゃくちゃ



良い機会なのではないかなとすごく思っています。協力してくれる団

体に対しては実践的でかつポジティブなモチベーションを上げるの

にもすごく有効ですし、この前に私が乗りで令和スタイルとお伝えし

たのですが、それを行政でも使える言葉で提案をチャット欄に書いて

おいたので、何かうまく使える言葉があれば、そういうことを明確に

認識して私たちはやっているのであるということを喧伝して実践す

ることで、この先も例えば難点があるよねという話は必ず出てくると

思うのですよ。そのときに、スタンスとしてこのように私たちは考え

ているのですという言葉を定義することでやりやすくなる点は相当

にあるのではと思っておりまして、もしお役に立つワードがあればぜ

ひお使いいただくとよいかなと。 

 日本だと言葉とかメッセージングのデリバリーというのは、日本人

同士であるということもあってそんなに明確に認識されるケースは

少ないと思うのですけれども、海外などは言葉や文化が違うとポジテ

ィブに進めるためにハレーションを非常に回避されている。そこのと

ころをデジタル庁としても今回の件に関しても分かってやっている

のであるとすごく強く言うことにはすごく良い効果があると思って

いますので、ぜひよろしくお願いしますといったところでございます。 

 内容に対しては、そんなに大きく気になったこと等は、一旦は特に

ございませんでした。よろしくお願いします。 

○安念座長 ありがとうございます。 

 板谷越さん、「令和スタイルを言語化（硬め）」というのはどうい

う意味ですか。 

○板谷越構成員 硬めというのは、行政とかデジ庁さんを含めて表現

をするときに「令和スタイル」とは書けないので、この中のエッセン

ス、例えば実証駆動型ガバナンスとか。 

○安念座長 かっこいいなと。 

○板谷越構成員 そうです、ちょっとかっこよさそうで、話すときに

は令和の世と申しましょうか、あえて言うならばこういうことでござ

いますということをこの中からうまく言葉をピックアップして、それ

を私たちはコミュニケーションデザインとして行政として認識して

やっているのですということを、公募団体さんへの説明であるとか内

部の説明で宣言するのです。そうすると、難点が出てきたときに分か

っておるのである、それをどう取り扱うか私たちはデザインとしてこ

ういうポリシーを持っているのであると言うことで、指摘する側もそ

ういうところに乗っていけるのだと思うのですよね。 



 そうなると、進め方というかコミュニケーションの仕方ががらりと

変わるのではと思っており、特に日本人には効果的だと思います。な

ぜなら、そういった説明をされるシーンがすごく少ないからです。え

っと思うのですよ。そうするとそこに対して話していくのだという雰

囲気ができますので、同じことをやるにしてもこのやり方は大分カル

チャーが変わっていくいいきっかけになるのではないかなと思った

ということでございます。 

○安念座長 ありがとうございました。硬めには硬めの効用がありま

すな。 

○板谷越構成員 そうですね、同時に使ってしゃべるみたいな。 

○安念座長 隂山さん、いかがでしょうか。 

○隂山構成員 ありがとうございます。 

 資料３につきまして、資料御記載のとおり最初から完璧な水準を目

指すものではないという点は非常に重要な点だと感じています。他方

で、情報を参照した側からは、参照した情報が正しい情報であるとい

う意識を持つ可能性が高いのではないかとも思われますので、この情

報はあくまでもリファレンスであるという情報の位置づけを明確に

しておく必要性があるのではないかと考えています。 

 アーキテクチャにつきましては、資料１での発言とも重なるところ

があり、また、各構成員の皆様からも御発言をいただいておりますが、

どこまで情報を持つのか、どこから連携・参照としていくのかにより

まして様々な負荷が異なってくるように思われます。持つべき情報、

連携・参照で足りる情報の峻別を丁寧に整理をしていくとともに、法

令等に即して連携・参照できる範囲などについても設計をしていく必

要性があるのではないかと考えています。 

 スライド 11 ページの実装イメージにつきまして、現在、不動産ベ

ース・レジストリとアドレス・ベース・レジストリの関係を一目で分

かる整理をしてくださっているものと捉えております。ここに法人ベ

ース・レジストリが関係してくる際にどのような見え方になるのか、

とりわけ一か所に法人が集中しているようなことなどもあるもので

すから、UI・UX などの視点からより使い勝手が良いものになるよう

なイメージを全体で共有することができると、よりこの構想が前に進

んでいくのではないかと捉えましたので、発言をさせていただきまし

た。 

 以上でございます。 
○安念座長 ありがとうございました。 



 扇さん、いかがでしょう。 

○扇構成員 ありがとうございます。 

 ２ページの現状を少しずつ改善していくということについては全

く異論ございませんし、できることからやっていこうということだと

思っています。この点はいいのですが、一方で、フェーズ間ぐらいで

もいいので最終的に何を目指してどういうステップで進んでいくの

ですよということぐらいは示せるといいのかなと。そうすると、先ほ

ど板谷越さんがおっしゃったように将来こうなるのだったらここに

乗っかっていったほうが得だよねという無意識のうちでの合意形成

ができていくのではないかなと思っていますので、そこは御検討いた

だければと思います。 

 それから、７ページの選定基準のところなのですけれども、電子化

の体制のところで私が前回も申し上げました、作業環境の整備の中に

パソコンやネットワークのスペックというのは入っていますかねと

いう。もう一つ申し上げると、パイロットの開発の中で実際のいわゆ

る情報のやり取りの量がどのくらい本番に近いものが開発できるの

かということも関わってくると思うので、パイロットで開発できるス

ペック、そのスペックで実証すべき点、もっと言うとパイロットの限

界というのを明確にして、ここから先は本番でないと駄目なのだけれ

どもという前提で話を進められるといいのかなと思いました。今のが

２点目です。 

 ３点目は、14ページの今後のスケジュールのところなのですが、パ

イロット開発して実証します、方針検討です、まだ大きな矢印だとい

うことは重々理解をしている上で伺っているのですが、このタイミン

グで実証して、方針検討して、法人ベース・レジストリの整備にフィ

ードバックする形になると思うのですけれども、方針によって手戻り

が大きくなりませんかということを気にしていますので、ベース・レ

ジストリの矢印が、これはマスターのさらにマスターぐらいのレベル

だと思うのですが、この整備という矢印の中で実証の結果とそれに伴

う方針検討の結果を受け入れられるだけのタイミングになっている

のでしょうかねということは考慮に入れながら進めたほうがいいの

かなと思いました。 

 以上３点です。 

○安念座長 ありがとうございます。確かに手戻りはいけませんな。 

 伊藤さん、いかがでしょう。 

○伊藤構成員 ありがとうございます。 



 前回の議論から私もいろいろ勉強しましたけれども、地図を正確に

していくことには相当ハードルがあるのだなということは何となく

ですが理解をしたところですので、その辺りはできるところからやっ

ていくということかなと思うところでございます。 

 片や、アドレス・ベース・レジストリを名乗るものですので、アド

レスを一つ特定するとそこからどういう情報を引き出すことができ

るかというところ、これをどう指定していくのかというところが大事

だと思います。その視点の下に、どのようにデータベースを構築して

いくか、またさらに、法人ベース・レジストリとの連携という話も先

ほどございましたが、土地のアドレス情報を固定することで、どうい

ったものや活動がその土地の上に乗っかっているかを分かるように

していってほしいと思うところでございます。 

 以上でございます。ありがとうございます。 

○安念座長 ありがとうございました。 

 次は稲谷先生でしょうか。お願いします。 

○稲谷構成員 どうもありがとうございます。 

 板谷越さんからのあった今回の方法論の名前の話なのですけれど

も、この地図の話というのはリスクも含めてとお書きになられていま

すので、その点も踏まえてということになりますが、今回だと実証事

業に参加していただいた地方公共団体の方もそうですし、あるいは配

送事業者の方なども関係してくると思うのですけれども、いわゆるマ

ルチステークホルダーで目的に即した地図をみんなで作っていくと

いう話だと思うのですね。だからこそ、スタートは完璧ではなかった

としてもいいし、どんどん変わっていって良くなっていくのだよとい

う話だと思うのですけれども、我々はこの種の話はアジャイルガバナ

ンスみたいな名前をつけてやってきたところもありますので、目的適

合的にマルチステークホルダーでシステムを改善していくという話

もこの概念の適用例の一つと言えるかもしれないなと。もちろん、あ

れはどちらかというとリスクガバナンスの文脈ではあるのですけれ

ども。ただ、こういう文脈でもそれを使うことができるかもしれない

なと思いました。これは一つの提案です。 

 もう一つは、それを前提にした場合にマルチステークホルダーから

の情報のインプットの仕方みたいなものがどうなっているのかなと

いうところが若干気になりました。これはきっと実証事業の中でいろ

いろ試されていくのだと思うのですけれども、例えば民間事業者さん

でこれを利用して配達されて、ここには住んでいなかったよみたいな



ことをポップアップされるような形で情報が共有されていくみたい

な仕組みというのを考えられてもいいのかなと思います。もちろん誰

でも彼でもここには住んでいないよみたいなことをできるとすると

いたずらする人が出てきたりしてしまう可能性もありますので、この

地図に関して正にステークホルダーと呼ぶに相応しく、地図の正確性

に正当な利益を有していると考えられる事業者に、そういったこれは

おかしいかもしれないよとポップアップする権限を与えてあげる。そ

れが１つではなくて２つ、３つと重なってきたら、対応するような仕

組みは考えられないかと思うわけです。例えば僕のイメージは古いの

ですけれども、通用している判例と危ない判例というのがアメリカの

判例のデータベースなどで出てくるわけです。抵触する判例が出るた

びに、判例としての通用性に疑問がどんどん増えて、マークがつくよ

うになっていって最後には、これは判例性が危ないのではないかとい

うことで赤くなるみたいな。なので、幾つか指摘が重なってくるとや

はりちゃんとチェックして地図を修正しなくてはいけないねみたい

なことが内部的にでも把握できるようになって、ステークホルダーで

協力してアップデートするような仕組みがどこかのタイミングで実

証事業の中でできたりすると面白いのかなと思います。マルチステー

クホルダーでせっかく育てていくことを考えられるのであれば、少し

そういったところも考えられるといいのかなみたいなことを、これは

思いつきですけれども思ったところです。 

 以上となります。ありがとうございました。 

○安念座長 ありがとうございました。 

 お待たせしました。落合先生、いかがでしょう。 

○落合構成員 ありがとうございました。改めてしっかり整理が進ん

できていてすばらしいと思いながら聞いておりました。 

 こちらも何点かございます。一つ目は、今回配送事業者のというと

ころが主に書いていただいている部分かと思いますが、私ももともと

知っている限りですと、国土交通省の不動産ID等の話のときにも配送

事業者の話は出てきていたように思っておりまして、過去からこの辺

が民間の住所利用という意味では可能性がありそうだということが、

断続的に言われている分野だと思っております。 

 一方で、今回の登記簿の登記情報から分かることは、恐らく団地の

中のどこの場所とか、マンションのオートロックがかかっているとい

うところまでは特定できていなくて、ある程度の外形的なところで道

自体は間違いなくするというレベル感のところでも十分だろうと思



います。それでも行ったり来たりして間違うと大変ですので、そこの

意義はあります。事後に出てきたときに、最後のお家まで到達できな

かったというのは、もともとそこまで予定していなかったという話で

はあろうと思います。今回できればしっかり成果があったという範囲

は、最後の最後は少し自分たちで見てもらわないといけない部分は残

るデータではないかという感じはしますので、そこは後で評価すると

きに、あまりこのデータベースに対して厳しく評価し過ぎないほうが

よいのではないか、もともとそういうデータの整備なのではないかと

は思いましたので、この点は終わった後に、さらにどのようにしてい

くのかということを、評価に当たって御考慮いただけるとよいと思い

ました。 

 ２点目としましては、12ページなどの幾つかのデータを住居表示で

あったり地番であったりといったものを統合していくというところ

があって、これも何度も議論があるところだとは思いますが、できる

範囲でやっていくというか、全部やり切ろうとし過ぎないことが改め

て大事ではないかと思います。 

 一方で、この資料の中で申しますと、例えば19ページで住居表示台

帳の電子化未実施割合団体は７割と書いてあったり、住居表示自体は

やっていても電子化していないという状況があります。もしかすると

住居表示自体も、完全な市街地でないと実施されていない場合もある

と思いますので、むしろ場合によってはこういうものが整備されてい

ったら、住居表示自体はあまり無理に自治体の責任でデジタル化しな

くてもよいと持っていけると、お互いにとって楽になれるような場面

があるのではないかと思いました。ここは若干所掌というか、そうい

うものの壁もありそうな気もしなくはないのですが、最終的に誰が判

断しているのかは別にして、なるべくこちらで使っているものを、そ

のまま自治体や関係者の方の仕事の基礎になるように使ってもらえ

るような、調整ができるとよいと思いました。 

 最後の３点目は簡潔に申し上げますが、実証事業をした後に、実証

だけしてあまり変わらないという場合も多くありますので、実証した

自治体が実証後にどう行動変容を続けられるか、これを一つでも増や

すことをKPIにしておいていただけるとよいと思いました。 

 以上でございます。 

○安念座長 ありがとうございました。 

 随分盛りだくさんな、また、重要な御指摘をいただきましたので、

中川さん、どうでしょう。全てにお答えいただくわけにもいかないだ



ろうけれども、何か気づきがありましたらどうぞお願いします。 

○中川参事官 ありがとうございます。多くの気づきを賜ったなと思

います。 

 最初の令和スタイルの板谷越構成員の話もありましたけれども、い

ろいろな地方公共団体とこれから関わっていくことにもなりますし、

先ほど稲谷構成員からもありましたマルチステークホルダーという

ことになると、ゆくゆく民間企業の方や事業者の方もお使いになれる

ようなことというのを考えると、アジャイルといいましょうか、コミ

ュニケーションのやり方というのはすごく大事になってくるかなと

思います。 

 特にコミュニケーションでポジティブにいろいろないわゆる利害

の一致する方ということだけでも大事なことではあるのですけれど

も、まず手前にあるものとして、先ほど伊藤構成員からもお話しいた

だきましたように地図の正確性というところについては最初にやら

なければいけないコミュニケーションかなと思っています。この辺り

の権利関係というのを証明するものではありませんというところも

含めた形で地方公共団体の方にも業務に当たってもらう必要がある

し、そういう意味ではゆくゆくどこか民間事業者からも使っていただ

くようなシステムについても、そこは引き続きそれが存在するようで

あればちゃんとそれも理解していただいた上で進めなければいけな

いのだろうなとは思いながらお聞きしました。ありがとうございます。 

 また、隂山構成員からいただきましたお話でありますが、アーキテ

クチャをここで整理させていただきましたけれども、実際実証で動か

してみて設計がこれでいいかどうかというところとか、あと将来的な

負荷も情報のやり取りの量なども扇構成員からお話しいただきまし

たけれども、本番に近いかどうかというところがまさに検証の中身に

なってくると思いますので、これは今、そういう意味では25団体させ

ていただきましたけれども、住居表示を実施しているところについて

はもっと多くありますので、本当にこれでいいのかというところは確

認をさせていただいたほうがいいなと思いながらお聞きさせていた

だきました。 

 あと、扇構成員からいただきましたフェーズ間について、当面はこ

れでいいけれども最終的に何を目指すのかというところで、これは南

構成員や隂山構成員からもありました法人ベース・レジストリとも連

携して必要な情報も見られるという例も挙げられておられましたけ

れども、何を目指すのかというところで、我々はそういう意味では実



はそれを知るところというところもこの実証もあるのかなと今は思

ったりしているところであります。まだ確定的ではないのですけれど

も、ただ、やってみるとこういうニーズはあったりするのかなという

ところは出てくるのかもしれません。この辺りは制度所管省庁の皆さ

んとこういうことをやってみたらこういうニーズが出てきたみたい

なところはあるかもしれませんし、制度所管省庁としても見て気づき

があったりするかもしれませんので、引き続きそういうものをつくっ

ていくということが可能かどうかはこちらでも中で検討させていた

だきたいとは思います。 

 あと、最後に落合構成員からいただきました電子化の未実施が

72.7％あってというところで、電子化していないところもあってとい

うところがあって、これが住居表示の制度自身を無理にデジタル化し

ないでもいいかなと、こういうシステムがあるのだったらいいかなと

思ってもらえるのであればというところではありますね。住居表示を

導入しないで地番のままでまだ管理しているところなども地方公共

団体については大小ありますし、御事情もそれぞれあるというところ

だとは思いますので、ここは実際こういうものができたというのを見

ていただいて、地方公共団体とまさにそういう意味ではコミュニケー

ションしながら、こういうものができたからどうというふうに総務省

の住民制度課が住居表示の関係を担当していますので、彼らと共に一

緒に声かけしていくということも次の展開としては考えられるかな

と思いながらお聞きしました。ありがとうございます。 

 これで大体答えられたかなと思います。私は国交省の不動産IDの会

議も出させていただいているので、そちらの情報を引き続き拾わせて

いただいていきたいと思います。落合構成員から御言及があった会議

ですね。引き続き彼らとも連携を深めていきたいと思います。 

 ひとまず以上でしょうか、よろしくお願いします。 

○安念座長 ありがとうございます。 

 このベース・レジストリを通じてみんなでつくっていくという行政

のスタイルが確立されれば、日本の行政の歴史にとっては恐らく画期

的なことになるのですね。今まではあてがいぶちというか、上からあ

てがうという感覚でしたから、非常に違うカルチャーでできてくると

いう可能性を含んでいると思いますね。 

 その際、板谷越さんがおっしゃるように言葉というのは本当に大切

だなと思いますね。言葉で説得力が出てきますからね。ただしその際、

これは扇さんがおっしゃったかな、まさに先立つものが必要で、PCぐ



らいはちゃんと配ろうなということは当然出てくる。 

 それから、落合先生は恐らくこういう御趣旨でおっしゃったのかな

と思うのですが、自治体にあまり御負担をおかけしないようにしなく

てはいけないというのも全くおっしゃるとおりで、ガバメントクラウ

ドについても自治体の側からいろいろ厳しいおしかりをいただいて

いるやに聞いておりますので、その点はよほど気をつけなければいけ

ないことだなと思って伺っておりました。 

 今日も本当に活発に御議論いただいてありがとうございました。 

○中川参事官 落合構成員から今、手が挙がっているかと思います。 

○安念座長 ごめんなさい、落合先生、どうぞ。 

○落合構成員  

ありがとうございます。 

 中川参事官からコメントいただいていて、改めて思い出したところ

ですが、先ほど配送の場合の住所の使い方が、業務目的との関係で違

うというのがあって、ほかの事業者などは逆にこれで足りるという場

合もあると思います。ニーズとして上がってきているのはそこだけで

すが、本当にどこまでのものが必要なのかは、データを整備するコス

トもありますので、コストがどう合理的に払えるのかということと、

事業者が全くついてこないようなものになっていないかという点は

あると思います。また、最終的にはこれはこういうものなのだという

ことで、それと組み合わせてラストワンマイルというか、マイルより

もっと短いですが、そこは工夫してもらったりする形にしていかない

と、全部の仕組みをつくっていくわけにもいかないと思います。そう

いった意味で今回配送の事業者のお話を聴くのは大事ですが、引き続

きほかのタイプの事業者の方からも、こういう用途があるよというと

きにどのようにしていくといいのかということや、自治体の中でも多

数業務はあると思いますので、そういったところからも拾ってこられ

ると思います。そういったところをぜひ稲谷先生が言われていたよう

なマルチステークホルダーの中身として、いろいろなユーザーに聞い

て、全部答える必要はないと思いますし、答えることはできないと思

いますが、そこに相互運用性とか、説明がちゃんと業務に一部組み込

んで役に立つなとなるような勘所を、うまく整理しておいていただけ

るとよいと思いました。 

 蛇足になったかもしれませんが、以上でございます。 

○安念座長 そうですね。恐らく世の中には我々が知らないだけでい

ろいろなニーズがあるのだと思うのですね。ただ、恐らく多くの人は



もうそんなことを望んでも仕方がないと思って諦めているのだと思

いますので、そういうものを掘り起こすという努力もしていただけれ

ばなと思いますね。ありがとうございました。 

 今日も闊達な御議論をいただいて誠にありがとうございます。前回、

今回の会合における内容については、事務局は取りまとめて整備改善

計画に反映をお願いいたします。取りまとめた整備改善計画について

は５月をめどに事務局から構成員の皆様に個別に御説明をさせてい

ただく予定になっております。また整備改善計画の季節になりました

ね。 

 最後に、事務局より事務連絡をさせていただきます。 

○中川参事官 安念座長、ありがとうございます。 

 本日、議事録を作成しまして、皆様に御確認いただいた上で公開す

ることといたしたいと思います。 

 また、本日の資料につきましても、ベース・レジストリ推進有識者

会合のホームページで公開をさせていただきたいと思います。よろし

くお願いします。 

 事務局、以上でございます。 

○安念座長 ありがとうございました。 

 それでは、以上で第５回ベラボウこと「ベース・レジストリ推進有

識者会合」を終了いたします。 

 一言申し上げておきますが、ベラボウと私はふざけて言っているの

ではございませんで、これは当有識者会合の公式略称でございます。

前会議体から御参加の方はよく御存じだと思いますが、これは中川さ

んの前任者で杦浦参事官という方が制定されました。私の記憶が正し

ければですけれども、たしかBase-Registry-Advisory-Boardというも

のの頭文字というほどでもないのだけれども、それを適当に組み合わ

せてベラボウにしたはずでございますので、どうぞ皆さんも御愛用を

よろしくお願いいたします。 

 構成員の先生方におかれましては、事務局から先ほど申しました５

月頃の取りまとめの成果を御説明することになっておりますので、そ

れをどうぞ心待ちにしておいていただきたいと存じます。 

 今日はありがとうございました。 
 


